
独立行政法人 経済産業研究所（RIETI） 

 

 

BBL セミナー資料 

 

 

 

 2019 年 6 月 28 日 

 

「日本経済低成長からの脱却」 

 

松元 崇 

（国家公務員共済組合連合会理事長） 

https://www.rieti.go.jp/jp/index.html 

 



1 
 

日本経済低成長からの脱却 

 

 

 

一人当たり名目ＧＤＰ（ＵＳドル）のランキング（IMF - World Economic Outlook Databases） 

 

１９９５年 ３位  ２０００年 ２位  ２００５年 １５位 

２０１０年 １８位 ２０１５年 ２６位 ２０１８年 ２６位 

 

（注１）日本のランキングは２０１４年の２７位が最低。 

（注２）１９９５年から２０１８年にかけてのアジア諸国のランキングは、 

シンガポール：１６位→８位、香港：１８位→１７位、韓国：３３位→３０位、台湾：３１→３７位 

欧米諸国のランキングは、 

 米国：１０位→９位、英国：１７位→２２位、ドイツ６位→１８位、フランス１２位→２１位  

     

安倍政権発足前と現在の主な経済指標の推移 

 
（出典）財務省大臣官房総合政策課において作成 
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図表１ 日米欧の名目 GDP の世界に占める割合 

 
 

図表２ 平成 30 年間の世界時価総額ランキング変化 

 

（出典）週刊ダイヤモンド 2018.8.25 
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図表３ IMF 世界経済見通し（対前年実質成長率：％） 

 

 

 

注）ＯＥＣＤの見通し（２０１９年５月２１日）では、２０１８年からの３年間で、世界全体、３．５％、

３．２％、３．４％、米国、２．９％、２．８％、２．３％、ユーロ圏、１．８％、１．２％、１．４％、

日本、０．８％、０．７％、０．６％となっています。 

 

 

 

 

図表４ 世界の実質 GDP 成長率 

 

 

 

2018年 2019年 2020年

世界全体 3.6 3.3 3.6

途上国 4.5 4.4 4.8

先進国 2.2 1.8 1.7

米国 2.9 2.3 1.9

ユーロ圏 1.8 1.3 1.5

日本 0.8 1.0 0.5

出典：IMF World Economic Outlook（2019 年 4 月 9日） 
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図表５  全世界の各所得分位の 1988 年から 2008 年の間の所得増加率（％） 

 
（出典） Milanovic, Branko（2016） 

 

 

図表６  日米の産業別生産性（１時間当たり付加価値）と付加価値シェア（2010～2012） 

 

出典）「イノベーションを通じた生産性向上に関する研究会」報告書 財務総合研究所 2018.３ 
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図表７  労働生産性（名目ベース）の推移 

 

出典）「イノベーションを通じた生産性向上に関する研究会」報告書、ｐ１０９ 

 

図表８  先進主要国の時間当たり労働生産性（名目ベース） 

 
出典）「イノベーションを通じた生産性向上に関する研究会」報告書、ｐ１０９ 
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図表９  日本とスウェーデンの成長比較 

 

（出典）経済産業研究所、BBL セミナー、中島所長講演資料 

 

 

図表１０ 日本の成長会計（１９７０－２００２） 
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図表１１ 我が国からの輸出と海外現地法人売上高の推移 

 

 

 

図表１２ 我が国の国際収支の推移 

 
（出典）２０１７年通商白書 

（注） 第 1次所得収支とは、利子・配当金等の収支、第 2次所得収支とは、官民の無償資金協力、寄付、

贈与の受払等、居住者と非居住者との間の対価を伴わない収支です。 



8 
 

図表１３ 「広義の投資」の長期推移（イメージ）

 
（出典）「企業の投資戦略に関する研究会―イノベーションに向けて」財務総合研究所、2017 年 3 月 

 

 

図表１４ 銀行の海外向け与信シェアの推移 

 
（出典）２０１７年度金融研究報告、日本経済研究センター ２０１８．３、ｐ45 
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図表１５ 全国銀行の調達・運用利回りの推移 

 

 
（出典）２０１７年度金融研究報告、日本経済研究センター ２０１８．３、ｐ7 

 

 

図表１６ TFP の国際比較 

 

出典）「イノベーションを通じた生産性向上に関する研究会報告書」財務総合研究所、大橋弘、２

０１８年３月、ｐ５ 
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図表１７ 

 

（出典）「世界経済の潮流２０１２」内閣府経済社会総合研究所 

 

図表１８ 国内工場の閉鎖と生産性の関係 

 

（出典）「イノベーションを通じた生産性向上に関する研究会」報告書、2018.3、財務総合政策研究所、ｐ７４ 

図表１９ 経済成長と雇用市場の現状 

 スウェーデン型 米国型 日本型 

政府規模 大きい 小さい 小さい 

経済成長率 高い 高い 先進国で最低水準 

転職の難易度 容易 容易 難しい 

再チャレンジ支援 手厚い 手薄 手薄 

転職後の所得 本人の努力次第で

上がる 

変わらない 下がることが多い 

格差社会化 進んでいない 激しい格差社会 今後、心配 
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図表２０ 可処分所得の推移

図表２１ 主要景気拡大期間の成長比較

出典）第一生命経済研究所、2018.4.11 
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図表２２ 日本の人口と経済の推移 

 

（出典）吉川洋「人口と日本経済」中公新書、2016 

図表２３ 実質 GDP の成長率寄与度の推移（前年度比：％） 

 

（出典）第一生命経済研究所、2018.4.11 

 

図表２４ 少子高齢化の進展（一人の若者が一人の高齢者を支える） 

 

（出典）財務省 
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図表２５ OECD 諸国における社会保障支出と国民負担率の関係 

 
（出典）財務省主計局作成 

 

 
（出典）財務省主計局の資料を基に松元が作成 
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図表２６ 国民負担率と成長率の関係（１９９０－２００８） 

 

出典）「教養としての社会保障」香取照幸、ｐ147 
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図表２７ 年齢階層別相対的貧困率の推移 

 

 

図表２８ 子供の貧困率の OECD 諸国との比較 

 
（出典）「教養としての社会保障」香取照幸、東洋経済新報社、２０１７．５、ｐ１３０ 
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図表２９ 

 
 

図表３０ 

 

（出典）「不安な個人、立ちすくむ国家」経済産業省、2017.5 
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図表３１ 社会保障給付費・非社会保障給付費（対 GDP）の国際比較（２００９年） 

 
 

図表３２ 国民一人当たり社会保障給付と負担のイメージ 
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図表３３ 各国の年齢階級別資産額の状況 

 

 

 

 

（出典）「教養としての社会保障」香取照幸、東洋経済新報社、２０１７．５、ｐ１５７ 
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（出典）毎日新聞、2019.6.20 

 

（出典）日本経済新聞、2019.6.04 




